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は じ め に

労働組合法に関して，５５年ぶりの大改正が行われ，２００５年１月１日に施行

された。今回の改正は，労働委員会における不当労働行為事件の審査手続及び

審査体制の整備等を内容とするものである。

わが国の労使紛争の状況については，個別的労使紛争が急増し，集団的労使

紛争は長期的には減少傾向にある，というのが関係者の共通の認識となってい

る。急増する個別的労使紛争に対処する制度に関しては，この１０年以上前か

ら重ねられてきた議論が，今や具体化の段階を迎え，２００６年４月１日にスタ

ートする労働審判制度１）により，改革メニューが出揃うことになった。２）集団

的労使紛争に関しては，その処理に特化した機関であった労働委員会の不当労

働行為制度について，従来から審査の遅延や救済の実効性欠如などの問題点

や，その改革の必要性が認識され，多くの議論も費やされ，改革提言も行われ

てはいた３）が，具体化されることはなかった。運用による改善を試みる労働

委員会もあったが，労働委員会全体で見ると，改革すべき問題が永いこと放置

されてきたとの評価が当てはまる。迅速な解決という面では，近年迅速化の進

む民事訴訟とはあまりに対照的であった。

このような状況のなか，１９９９年７月に発足した司法制度改革審議会が２００１

年６月に発表した意見書において，労働関係事件への総合的な対応強化の一環

として，労働委員会の在り方を含め労働委員会の救済命令に対する司法審査の

在り方について早急に検討を開始すべきことが提言された。これを受けて２００１



年１２月に設置された司法制度改革推進本部の労働検討会が検討を開始した

が，労働検討会の議論は労働審判制度の創設に傾注されるところとなり，不当

労働行為審査制度の検討の場の中心は，２００１年１０月に厚生労働省に設けられ

た学識経験者からなる「不当労働行為審査制度の在り方に関する研究会」に移っ

た。４）同研究会が，２００３年７月に，労働組合法の改正を含む制度の抜本的な見

直しが必要であるという報告書をまとめた。それを受けて，２００３年９月に厚

生労働省の労働政策審議会に設置された公労使を代表する有識者からなる「労

働委員会における審査迅速化等を図るための方策に関する部会」が，制度の具

体的な見直し方策についての検討を行い，２００３年１２月１６日に，労働政策審

議会に「労働委員会の審査迅速化等に関する方策について」と題する報告をし，

同日，労働政策審議会により厚生労働大臣に建議された。この建議を具体化し

た「労働組合法の一部を改正する法律案」が，第１６１国会において２００４年１１

月１０日に成立し，平成１６年法律第１４０号として公布され，２００５年１月１日

に施行されるところとなった。５）

本稿は，今回の労働組合法改正の内容を検討し，不当労働行為制度の今後を

展望するものである。

� 改正労組法の内容１－審査体制の整備

審査体制の整備については，中央労働委員会と都道府県労働委員会に分けて

論じることにする。

１ 中央労働委員会

中央労働委員会では，公益委員が１５人と多人数であることから，機動的に

充実した合議を行うために，会長が指名する公益委員５人で構成される合議体

である「部会」による審査方式が原則とされた（労組法２４条の２第１項）。例

外的に，イ）部会が，法令の解釈適用について，その意見が前に中央労働委員

会がした資格審査に係る決定又は救済命令等に反すると認めた場合，ロ）部会
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としての意見が定まらない場合，ハ）部会が，事件の社会的影響等を考慮し

て，公益委員会議で審査等を行うことを相当と認めた場合，ニ）中央労働委員

会のした証人等出頭命令又は物件提出命令に対する異議申立てを審理する場合

には，公益委員全体で構成する合議体による審査が行われる。

「部会」方式の採用については，その審査迅速化への効果を疑問視する見解６）

や，その効果の検証の必要性を説く見解７）もあるが，迅速な手続を背後から

支える事務局の体制が整っているならば，少なからぬ効果を期待することがで

きるであろう。８）

２ 都道府県労働委員会

� 名称の変更

地方労働委員会については，まず，都道府県の委員会であることを明確にす

るために，その名称を「都道府県労働委員会」に変更した（労組法１９条２項）。

� 委員の定数，増員，公益委員の一部常勤化

� 委員定数

委員定数については，公労使各１３，１１，９，７，５人で組織されると労組

法１９条の１２第２項で定めた上で，委員定数に関する１９７８年の前回改正時と

同様，労働組合数，労働組合員数，係属事件数等を勘案するとともに，１９７８

年時点でのそれぞれの数字と比較して，北海道及び福岡を２人減員し，その他

は従来通りとして，政令９）により，東京は各１３人，大阪は各１１人，北海道，

神奈川，愛知，兵庫，福岡は各７人，その他の府県は各５人と定めた。委員定

数各９人のところは，現在，存在していない。

委員定数については，事件数の少ないところに各５人合計１５人の委員を配

置することに疑問を呈する見解１０）もあるが，改正法による労働委員会の活性

化を期待するとともに，個別的労使紛争処理の増大を展望すると，原則最低各

５人は必要であろう。但し，地域の実情に応じて，条例により，委員定数を例

えば３人にまで減員することができるといった形での立法論には反対するもの
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ではない。また，事件数の少ないところについては，都道府県の枠を超えた共

同の労働委員会の設置を検討する必要性を主張する見解１１）もみられるが，そ

のような方向の議論では，各都道府県が不当労働行為事件の処理に関わること

の意義を問う議論にまで至りかねないものとなろう。

� 委員の増員，公益委員の一部常勤化

不当労働行為事件等の処理に関して，地域の実情に応じた対応を可能とする

ために，条例により，委員定数を２人まで増員すること１２）及び公益委員につ

いて２人までは常勤とすることが可能とされた（労組法１９条の１２第２項但

書，同第６項）。

常勤の公益委員については，その人選が重要であり，１３）それにふさわしい人

材，すなわち労使関係や労働法規について専門的な知識，経験があり，公正な

判断ができる人材１４）で，事件にじっくり取り組める多忙でない人１５）が選任さ

れれば，事務局の体制の大幅な強化をももたらすものであり，とくに事件数の

多いところでは，具体的に検討すべきであるが，東京，大阪ともに，常勤の公

益委員を選任する予定はないようである。また，事件数が多くはないところで

も，専門性の高い公益委員の常駐は，事務局の専門性の維持・向上に大いに貢

献することになろう。なお，中央労働委員会については，今回の改正前から労

組法１９条の３第６項に，２人以内の公益委員を常勤にできる旨の規定があっ

たにもかかわらず，これまでは常勤の委員は選任されていなかったが，今回の

改正を契機に，改正法施行日の２００５年１月１日付で，会長を含む２人の公益

委員を初めての常勤委員としている。

� 規則制定権

中央労働委員会の定める規則に反しない限りで，会議の召集，審査期間の目

標，審査の実施状況の公表及び庶務に関する事項について，規則を定めること

が可能とされた（労組法２６条２項）。なお，総会等での各種申し合わせなどの

審査手続に関する事項等については，中央労働委員会のみに規則制定権が留保

されている。１６）
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� 「部会」による審査方式

中央労働委員会と同様，機動的に充実した合議を行うために，条例により，

公益委員５人または７人の合議体である「部会」による審査方式の導入が可能

とされた（労組法２４条の２第４項）。一部の公益委員が重複することにより複

数の部会を常設することも可能とされているので，委員定数が７人以上のとこ

ろでは，「部会」による審査方式の導入が可能となる。例えば，７人のところ

では，１つの部会のみに所属する委員４人と，２つの部会に所属する委員３人

で，２つの部会を作ることができる。

「部会」方式の採用については，とくに委員定数の多い東京や大阪について

は，中央労働委員会に関して上述したところがそのまま当てはまるであろう。

� 改正労組法の内容２－審査手続の改善

１ 審査計画の作成

審査が迅速に行われ，事件が早期に解決するように，労働委員会は，審問開

始前に，事実の認定に必要な主張・立証の機会を不当に抑制しないように当事

者双方の意見を聴いて，争点および証拠，審問の回数，救済命令等の交付予定

時期等を含む審査計画を定めなければならないとされた（労組法２７条の６第

１～２項）。おおかたの労働委員会では，これまでも「運用」で迅速な審査を

行う努力をしてきているが，審査計画の作成を法律上の義務としたものであ

る。審査計画は，必要があるときは変更することもできる（労組法２７条の６

第３項）が，労働委員会及び当事者は，審査計画に基づいて審査が行われるよ

うに努めなければならないとされている（労組法２７条の６第４項）。審査の迅

速さを担保するために，労働委員会には，審査の期間の目標を定め，目標の達

成状況その他審査の実施状況を公表する義務も課せられている（労組法２７条

の１８）。

「計画が一人歩きをすると迅速かつ効果的な和解を阻害する」可能性もある１７）

が，改正の趣旨通りに審査計画の作成及びその運用が行われると，審査の迅速
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化には大いに効果があると思われる。１８）ただ，そのためには審査委員の的確な

審査指揮と事務局の専門的サポートが必要となり，委員のなお一層の意識改革

と，事務局の専門性向上が前提条件とされる。１９）審査の期間の目標については，

すでに定めて，ホーム・ページ等で公表しているところもあり，神奈川，愛知，

和歌山は１年６ヶ月，福島，山梨，岡山，広島，愛媛は１年，鳥取は１０ヶ月，２０）

北海道は１８０日，２１）兵庫及び奈良は，単純な団交拒否事件は６ヶ月，その他の

標準的な事件は１年３ヶ月と定めている。拙速な審査であってはならないが，２２）

救済の実効性を失わせるような遅延の実態があったことから今回の改正が行わ

れたという事実は重く受けとめて，迅速な手続の運営に努力する必要がある。

２ 証拠調べ手続－物件提出命令・証人等出頭命令

物件の提出と証人・当事者の出頭を，公益委員会議（又は部会）で命じるこ

とができるものとされた（労組法２７条の７）。これまでも，労働委員会がその

事務を行うために強制権限を行使することを定めた労組法２２条により，物件

提出や証人・当事者の出頭を命じることができると解釈されてはいたが，その

強制権限発動の必要性の判断は，総会で審議されるものとされ，発動の例は極

めて少なかった２３）ことから，新たな根拠規定を創設することにより，必要な

証拠を速やかに確保し，審査の的確化，迅速化に役立たせようというものであ

る。２４）物件提出命令・証人等出頭命令をする場合には，参与する労使委員には

意見を述べる機会が与えられ（労組法２７条の７第４項），また，当該命令に基

づく証拠調べをした場合には，その結果について，当事者から意見を聴かなけ

ればならないとされている（労組法２７条の７第５項）。正当な理由なく，命令

に従わなかった者には３０万円以下の過料の制裁があり（労組法３２条の２第１

～２号），命令の実効性が図られている。物件提出命令又は証人等出頭命令を

受けた者は，命令の日から１週間以内に，中央労働委員会に対して，その理由

を示した書面により，審査申立てが認められ（労組法２７条の１０第１項，同第

３項），申立てに理由ありと認められたときには，命令の全部又は一部が取り
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消される（労組法２７条の１０第２項，同第４項）。また，物件提出命令・証人

等出頭命令は，行政処分であることから，行政事件訴訟法に基づく取消訴訟の

対象となる。２５）

物件提出命令・証人等出頭命令については，当該命令の適否自体が争点とな

り，遅延を招く可能性があることや，労使委員に対する気兼ねなどから，労働

委員会が命令を発することに躊躇する可能性があることを指摘する見解２６）が

あるが，改正の趣旨に則った前向きの運用を期待する以外にはないであろう。

� 物件提出命令

労働委員会（公益委員会議又は部会）は，当事者の申立又は職権により，調

査又は審問手続において，当該物件によらなければそれによリ認定すべき事実

を認定することが困難となるおそれがあると認められる「事件に関係のある帳

簿書類その他の物件」の所持者に対して，その提出を命じ，又は提出された物

件を留め置く方法により証拠調べをすることができるとされた（労組法２７条

の７第１項２号）。提出された物件を留め置くことは，審査委員のみでも行う

ことができるとされている。物件提出命令をする場合には，物件の所持者を審

問すること（労組法２７条の７第７項）や，個人の秘密及び事業者の事業上の

秘密の保護への配慮が必要とされている（労組法２７条の７第２項）。取消訴訟

の場で新たに提出される証拠により，２７）労働委員会の事実認定が否定されるこ

とが指摘されていたことから，物件提出命令の実効性を確保するために，物件

提出命令にもかかわらず物件を提出しなかった者は，正当な理由がなければ，

救済命令取消訴訟において当該物件の証拠申立をすることができないとされて

いる（労組法２７条の２１）。

救済命令取消訴訟での証拠提出制限は，労働委員会を軽視することなく，誠

実に手続に従うことを使用者側に求めるものであり，命令の的確化の面では最

も期待されている改正点である。２８）物件提出命令を発する前提として，労働委

員会には，「審査過程における事実認定に必要な証拠か否かの正確な判断」が

求められる。２９）
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� 証人等出頭命令

労働委員会（公益委員会議又は部会）は，当事者の申立又は職権により，審

問手続において，不当労働行為の有無に関する事実の認定に必要な範囲で，当

事者又は証人に出頭を命じて陳述させることにより，証拠調べをすることがで

きるとされた（労組法２７条の７第１項１号）。この証人等出頭命令に関しては，

個人の秘密及び事業者の事業上の秘密の保護への配慮を必要とする規定が設け

られていないが，厚生労働省政策統括官が発した通達では，証人等に陳述を求

める場合にも，それらに配慮する必要があることが示されている。３０）陳述内容

の真正さを担保するために，証人に陳述させる場合（命令によらず任意に出頭・

陳述する場合も含む）には宣誓を義務付け，当事者に陳述させる場合には「宣

誓させることができる」という規定にしている（労組法２７条の８）が，当事

者も原則として宣誓の必要があると解されている。３１）偽証については，当事者

は３０万円以下の過料（労組法３２条の３），証人については３ヶ月以上１０年以

下の懲役（労組法２８条の２）の罰則が定められて，実効性が図られている。

ただし，民事訴訟法を準用して，証人には宣誓拒否（免除）事由（労組法２７

条の９，民訴法２０１条２～４項）と証言拒絶事由（労組法２７条の９，民訴法１９６

～１９７条），当事者には宣誓免除事由（労組法２７条の９，民訴法２０１条２項）が

定められている。

証人宣誓義務については，その実効性や必要性について疑問を呈する見解３２）

もあるが，正確な事実の確認なくして的確な審査を行うことは困難であり，ま

た，和解を促すにも正確な事実の把握は大いに役立つことからするならば，積

極的に評価すべきものと考える。

３ 公益委員の除斥及び忌避

公益委員の除斥及び忌避の制度は，労働委員会が行う準司法的手続の公正を

保障するためのものである。除斥又は忌避の申立てについての決定は公益委員

会議（又は部会）で行い（労組法２７条の４及び同法２４条の２第５項），決定
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があるまでは審査手続は中止される（労組法２７条の５）。その対象は，審査委

員のみならず，公益委員会議（又は部会）を構成する公益委員全員であり，除

斥又は忌避がされた後は，当該公益委員を除いて審査等を行うことになる。

� 除 斥

公益委員は，本人又はその配偶者が事件の当事者（代表者）の場合，本人が

事件の当事者の一定の親族，後見人等の場合，本人が事件についての証人ない

しは当事者の代理人である場合などにおいては，審査に係る職務の執行から除

斥される（労組法２７条の２第１項）。加えて，再審査の場合には，初審におけ

る審査委員を務めた公益委員又は救済命令等に係る合議に加わった公益委員も

除斥される（労組法２７条の１７及び同法２７条の２第１項４号）。除斥は職権に

よるほか，当事者による申立ても可能であり，除斥事由に該当する限りいつで

も申立ては可能である（労組法２７条の２第２項）。

� 忌 避

公益委員について，審査の公正を妨げるべき事情があるときは，当事者は忌

避することができる（労組法２７条の３第１項）。忌避事由は，具体的には，公

益委員が事件の当事者と内縁の夫婦や親友である場合等が考えられるが，公益

委員の審査指揮に不満があるといったものはそれに該当しない。３３）調査又は審

問を行う手続において，労働委員会に対し書面又は口頭で陳述した後は，忌避

の原因を知らなかったときや忌避の原因がその後に生じたときを除いて，忌避

を行うことはできないとされている（労組法２７条の３第２項）。

４ 審問廷の秩序維持

審問廷における手続が整然と行われるように，労働委員会は，審問を妨げる

者に対し退廷を命じ，その他審問廷の秩序を維持するために必要な措置を執る

ことができる（労組法２７条の１１）。この措置は，審査委員のみで行うことが

できる。審問を妨げ退廷命令を受けながら，審問を妨げた者については，１０万

円以下の過料の罰則が定められて（労組法３２条の４），実効性が図られている。
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� 改正労組法の内容３－和解

不当労働行為事件においても，当事者の自主的な合意に基づく和解は，救済

命令等による解決に比べて労使関係を長期的に安定させる効果が認められるこ

とから，紛争解決手段として望ましいものであり，また，実際のところ多くの

事件が和解で解決している。しかし，和解に関しては，労働委員会規則の旧

３８条に簡素な規定があるのみだったので，和解による解決を一層促進するた

め３４）に，和解による解決の手続及びその法的効果を労働組合法上明確に規定

して，和解にまつわる懸案を解決するものである。３５）

１ 和解の手続（和解の勧奨及び認定）

労働委員会は，審査の途中，いつでも和解を勧めることができるとし（「和

解の勧奨」，労組法２７条の１４第１項），救済命令等が確定するまでの間に当事

者間で和解が成立し，当事者双方の申立てがあった場合において，労働委員会

が適当と認めるときは，審査の手続は終了するものとされた（「和解の認定」，

労組法２７条の１４第２項）。和解の認定は，審査委員のみで行うことができる。

２ 和解の効力

和解の認定を受けた事件について，既に救済命令等が発せられている場合に

は，事件を終結させるために，その命令は効力を失うものとされた（労組法

２７条の１４第３項）。３６）また，認定を受けた和解に，金銭の一定額の支払等を内

容とする合意が含まれる場合には，当事者双方の申立てにより，労働委員会は

和解調書を作成することができ，和解調書は強制執行に関しては債務名義とみ

なされるものとされ（労組法２７条の１４第４～５項），和解内容の不履行の際

には，改めて民事訴訟を提起することなく強制執行を申し立てることが可能と

なった。
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� 改正労組法の内容４－その他

１ 中央労働委員会の都道府県労働委員会に対する勧告等

中央労働委員会は，都道府県労働委員会に対し，労組法に基づき行われる事

務が円滑に行われるように，その処理する事務について報告を求め，または必

要な勧告，助言若しくは事務局職員等の研修その他の援助を行うことができる

とした（労組法２７条の２２）。３７）この勧告や助言は都道府県労働委員会を法的に

拘束するものではない。３８）

２ 都道府県労働委員会を当事者とする訴訟に係る指定代理人

都道府県労働委員会を当事者とする訴訟に係る指定代理人について明確な規

定がなかったことから，都道府県労働委員会を当事者とする訴訟については，

都道府県労働委員会の会長が，公益委員，事務局長または事務局の職員のうち

から，その指定するものを指定代理人として，訴訟を行わせることができるも

のとした（労組法２７条の２３）。３９）

３ 罰金・過料の上限額の引き上げ

上述の物件提出命令・証人出頭命令違反や宣誓した証人・当事者の虚偽陳

述，審問廷の秩序維持命令違反などに対する罰則の新設に加えて，改正前から

あった罰則についても，その罰金及び過料の上限額が引き上げられた。救済命

令等の全部又は一部が確定判決により支持された場合の違反の罰金は１０万円

から１００万円に，委員・事務局職員の秘密保持義務違反や労組法２２条に基づ

く報告・提出等命令違反の罰金は３万円から３０万円に，確定判決によらずに

救済命令等が確定した場合や裁判所により緊急命令が出された場合の違反の過

料は１０万円から５０万円に，それぞれ引き上げられた（労組法２８～３０条及び

同法３２条）。

罰金・過料の引き上げは制度導入の１９４９年以来ということで，大幅な引き
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上げはみられるものの，その実効性を考慮して，さらなる高額化や実効性確保

措置の検討の必要性が唱えられている。４０）

４ 都道府県労働委員会の事務局組織

都道府県労働委員会（旧地方労働委員会）の事務局に事務局次長２人以内を

置くという規定が削除され（労組法１９条の１２第６項），その事務局の内部組

織は，課のみならず課以外の組織やスタッフ職を置けるように，会長の同意を

得て，都道府県知事が定めるものとされた（改正労働組合法施行令２５条１項）。４１）

� 改正労組法に対する評価と期待

不当労働行為救済制度は，憲法２８条が保障する労働者の権利を蔑ろにする

使用者の行為を巡る労使間の紛争を，労働委員会という労働関係に関する専門

的な行政機関が，簡易，迅速，低廉かつ柔軟に解決するためのものとして設計

されたものである。しかしながら，その判断が裁判所により常に尊重されるほ

どの専門性は持たず，また，迅速さの面では，全く逆の方向で固定化している

労働委員会もあった。今回の改正に盛り込まれたものの中には運用面での改善

で対応可能なものもあり，実際，近年においては迅速さの面では運用により大

幅な短縮化を進めてきている労働委員会もある。しかし，労働委員会全体から

みると，永年放置されてきた問題が，結局，司法制度改革という一種の「外圧」４２）

を受けたことが直接的な契機となり，４３）労働組合法改正による改善に至らざる

を得なかったものとみることができる。

今回の改正については，期待が大きかったせいか，「小規模な改正」４４）とか

「手堅い改正」４５）といった，必ずしも高くない評価がみられるが，この改正を

契機に，改正点を踏み台として，積極的に前向きの「運用」を心がけて，抜本

的な改善に�げるように努力する必要がある。そのために，最も重要な課題と

なるのが，運用に当たる「人材」の問題である。言うまでもないことであるが，

「労働委員会」という看板が専門性を備えているのではなく，労働委員会の委
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員及び事務局職員が専門性を有するから，労働委員会は，労働関係に関する専

門的な行政機関として，その機能をまっとうできることになる。専門職として

の事務局職員が確保できれば理想的ではあるが，それが叶わないとしても，労

使関係や労働法規について専門的な知識，経験があり，かつ労使紛争処理に適

した公益委員が選任されれば，その指導の下，事務局職員による専門性の高い

命令原案の作成も可能となるなど，事務局体制の充実も期待できる。４６）労働法

に詳しくかつ不当労働行為手続を知り尽くした事務局職員が揃っているところ

で，そのような専門性の高い公益委員が選任されれば，なお一層，迅速かつ的

確な判断を期待することができる。４７）

お わ り に

２００６年３月に，労働委員会制度は創設６０周年を迎えるが，施行後一年の運

用がそれ以降しばらくの運用手続となると考えられる４８）ことからすると，奇

しくも，めでたき創設６０周年を迎えた時点での手続の運用に今回の改正の意

図が実現されているかが，労働委員会の今後の存続に大きな意味を持つことに

なる。さらなる改革論議は，「審級省略」や「実質的証拠法則の導入」といっ

たもの４９）ではなく，不当労働行為審査制度廃止に向かうものとなるかもしれ

ない。５０）

注

１）労働審判制度については，村中孝史「労働審判制度と個別労働紛争の今後」労働法学研

究会報２３４８号（２００５）４頁，近藤・齊藤著『司法制度改革概説２知的財産関係二法／労働

審判法』（２００４，商事法務），拙稿「個別的労使紛争に関する労働審判制度の導入について」

松山大学論集１５巻５号（２００３）８１頁などを参照

２）個別的労使紛争処理制度の最近の状況については，拙稿「我が国における個別的労使紛

争処理制度の現状」松山大学論集１６巻２号（２００４）１１５頁を参照

３）例えば，労働省労政局労働法規課編『不当労働行為事件審査の迅速化：労使関係法研究

会報告書』（１９８２，日本労働協会）など

４）鵜飼良昭「司法改革と労働裁判改革」季刊労働者の権利２５６号（２００４）３頁
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５）改正の背景や経緯については，松永久「労働組合法改正の経緯と概要」ジュリスト１２８４

号（２００５）５８頁，川口俊徳「労働組合法改正法案の経緯と概要」法律のひろば２００４年８

月号１２頁などを参照

６）盛誠吾「不当労働行為事件審査の迅速性と的確性－２００４年労働組合法改正－」月刊労委

労協２００４年６月号８頁

７）宮里邦雄「労働委員会の改革－労働組合法改正」季刊労働者の権利２５６号（２００４）１１８

頁

８）千々岩力「労働関係紛争処理の新潮流と労働委員会」月刊労委労協２００４年７月号８頁

９）政令第三百七十三号労働組合法施行令の一部を改正する政令別表第三

１０）盛・前掲注６）論文６頁

１１）同上及び村中孝史「不当労働行為制度の課題と労組法改正の意義」ジュリスト１２８４号

（２００５）６７頁

１２）今回の改正で２人減員となった北海道では，条例による２人増員を検討したが，見送り

となったようである。水谷研次「『国は地方の意見など聴く必要がない』のか－改正労組

法『施行令』決定をめぐって－」月刊労委労協２００５年１月号５６頁参照

１３）宮里・前掲注７）論文１１８頁及び千々岩・前掲注８）論文８頁

１４）宮里邦雄「不当労働行為制度の改革－改正労組法の内容と問題点について」月刊労委労

協２００４年１１月号１６頁。なお，労働政策審議会の２００３年１２月１６日の建議では，中央労

働委員会の常勤の公益委員について，「大学教授（労働法），裁判官出身者，弁護士といっ

た法律専門家」の活用を示唆している。「資料労働委員会の審査迅速を図るための方策に

ついて［建議］」労働法律旬報１５６７－６８号（２００４）４６頁。また，豊川弁護士は，「労働法研

究者，一定期間以上の公益委員の経験者，労働事件を専門にした法曹など」がそのような

人材であると指摘している。豊川義明「労働裁判改革と不当労働行為制度」労働法律旬報

１５６７－６８号（２００４）３５頁

１５）水谷研次「これで労委制度改革ができるのか－厚生労働省による労組法改正への『建議』

『法案要綱』によせて」月刊労委労協２００４年５月号２７頁

１６）水谷・前掲注１２）論文５８頁

１７）道幸哲也「不当労働行為の審査はどうなるか－二〇〇四年労組法改正のめざしたもの」

労働法律旬報１５９１－９２号（２００５）７０頁

１８）道幸・同上は，審査計画の作成という負担ゆえに調査段階での和解が促進される可能性

も指摘する

１９）宮里・前掲注１４）論文１８頁

２０）鳥取県の目標期間は，審査を極力短期間とする方向で作成した審査フローの標準モデル

を基に積算した所用日数が約１０ヶ月となること，及び昭和６０年以降の鳥取県における平

均命令決定日数（千日以上の特異事件を除く）の３９８日の４分の３を目標とするという考

えから設定されたものである
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２１）北海道の目標期間は，最近５ヶ年（平成１２年から１６年）の１事件当たりの平均処理日

数が１８３日となっているところから出た数字である

２２）盛・前掲注６）論文９頁及び宮里・前掲注７）論文１１９～１２０頁

２３）道幸哲也「労組法改正と労働委員会システムの見直し」日本労働法学会誌１０４号（２００４）

１０７頁及び東京大学労働法研究会著『注釈労働組合法下巻』（１９８２，有斐閣）９２９～９３０頁

２４）豊川・前掲注１４）論文３４頁

２５）宮里・前掲注７）論文１１９頁は，公害紛争処理法４２条の２１，同４２条の３３のような行政

訴訟の対象から除外する特別規定を設けなかったこと自体が問題であるとする

２６）同上及び盛・前掲注６）論文１０頁

２７）宮里・前掲注１４）論文１９頁は，これを「後出し証拠」と表現する

２８）宮里・前掲注７）論文１１９頁は，「この制度は，今回の法改正の目玉とされた点である」

という。道幸・前掲注１７）論文７２頁は，救済命令取消訴訟での証拠申立て制限によって

も実効性が見られないときには，民事訴訟法２２４条１項にあるような，提出命令に従わな

い場合には相手方の主張を真実と認めることができる旨の規定の導入が必要であるとする

２９）千々岩・前掲注８）論文９頁

３０）平成１６・１２・１政発第１２０１００１号，労働法令通信２００５年１月２８日号１７頁

３１）同上

３２）盛誠吾「不当労働行為の的確化？」労働判例８８７号（２００５）２頁及び芹生琢也「審査の

迅速化・的確化は運用次第－労委規則改正の経過と問題点－」月刊労委労協２００５年１月

号５３頁

３３）平成１６・１２・１政発第１２０１００１号，労働法令通信２００５年１月２８日号１２頁

３４）同上・１９頁

３５）千々岩・前掲注８）論文９頁

３６）和解が成立したときは，事件を終了させるために，申立ての取り下げが行われるが，救

済命令等が発せられた後には，和解が成立した場合でも，申立ての取り下げができないと

いう問題が指摘されていた

３７）松永・前掲注５）論文６２頁

３８）平成１６・１２・１政発第１２０１００１号，労働法令通信２００５年１月２８日号２３頁

３９）同上

４０）村中・前掲注１１）論文６８～６９頁

４１）松永・前掲注５）論文６２頁

４２）盛・前掲注６）論文３頁

４３）村中・前掲注１１）論文６３頁

４４）宮里・前掲注７）論文１１８頁

４５）盛・前掲注６）論文３頁

４６）なお，東京，兵庫，福岡を除く４４の道府県労働委員会では個別的労使紛争のあっせん
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をも行っているが，個別的労使紛争について迅速かつ的確に処理するためには，公益委員

には労働法に関する詳しい知識が必須となることは疑問の余地のないところである。労働

委員会の個別的労使紛争処理については，拙稿「労働委員会における個別的労使紛争処理」

松山大学論集１４巻１号（２００２）８１頁参照

４７）村中・前掲注１１）論文６５頁は，「公益委員の中にも労働法や労使関係に関する素養をも

たない者や法的素養をもたない者がおり，個々の委員の資質はともかく，迅速・適正な判

断という観点からみて好ましい状況とは言い難い」というが，盛・前掲注６）論文１３頁は，

「労働法の専門家や法曹資格者であるからといって，当然に不当労働行為事件を的確に処

理できるということにもならない」という

４８）芹生・前掲注３１）論文５３頁

４９）宮里・前掲注７）論文１１９頁

５０）道幸・前掲注１７）論文７４頁は，和解による調整的処理を重視する立場から，都道府県

労働委員会段階では，自主的解決を促し，それができない場合には，迅速・柔軟な事案「解

決」のため，厳格な事実認定でなく，紛争解決に向けた労委の一定程度の事実認識，法的

評価の提示で十分であるとし，厳格な事実認定にもとづく判定的処理は，中央労働委員会

段階で行い，中央労働委員会命令に対してだけ司法審査を可能とする制度設計が適切とい

う。そのような方向での議論に賛同するものであるが，その議論の行き着くところは，都

道府県労働委員会段階での審査廃止ということになろう

（本稿は，２００５年度松山大学特別研究助成の成果の一部である）
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